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令 和 ６ 年 １ ０ 月 ８ 日  

各部長、次長、課長   

市 長  小 紫  雅 史  

令和７年度予算編成方針について 

令和７年度の予算編成にあたって、生駒市予算規則第４条の規定により、予算

編成方針を下記のとおり定めたので、これに則り十分留意の上、予算要求される

よう通知する。 

記 

１ 日本経済と国の財政・地方財政の動向 

わが国の経済は、内閣府の９月の「月例経済報告」によると、景気は、一部

に足踏みが残るものの、緩やかに回復しており、また、先行きについては、雇

用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続く

ことが期待される。ただし、欧米における高い金利水準の継続や中国における

不動産市場の停滞の継続に伴う影響など、海外景気の下振れが我が国の景気を

下押しするリスクとなっている。また、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金

融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある、としている。 

また、政府においては、「経済財政運営と改革の基本方針 2024」（骨太の方

針 2024）において、33 年ぶりの高水準の賃上げが実現し、企業の設備投資は

史上最高の水準にある中、賃上げと投資がけん引する成長型経済の実現として、

短期的には、デフレからの完全脱却、成長型の新たな経済ステージへの意向、

中長期的には、少子高齢化・人口減少の克服、豊かさと幸せを実感できる持続

可能な経済社会を経済新生への道行きとしている。将来的に人口減少が見込ま

れる中で長期的に経済成長を遂げるためには、生産性向上、労働参加拡大、出
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生率の向上を通じて潜在成長率を高め、成長と分配の好循環により持続的に所

得が向上する経済を実現する必要がある。これらを通じて、少子高齢化・人口

減少を克服し、国民が豊かさと幸せを実感できる持続可能な経済社会を実現し

ていくことをミッションとして掲げ、官民挙げて総力を結集し経済成長のダイ

ナミズムを起こし、これまでの延長線上にない、熱量あふれる日本経済の新た

なステージへの移行を確かなものとしていかなければいけない。経済・財政・

社会保障の持続可能性の確保を図るには、人口減少が本格化する 2030 年代以

降も、実質１％を安定的に上回る成長を確保する必要がある。その上で、更に

それよりも高い成長の実現を目指す。このため、「経済・財政新生計画」を定

め、今動き始めているＤＸ、ＧＸを始めとする投資の拡大、欧米並みの生産性

上昇率への引上げ、高齢者の労働参加率の上昇ペース継続や女性の正規化促進

など、我が国の成長力を高める取組が必要である、としている。 

そのような中、総務省が発表した「令和７年度の地方財政の課題」において

は、社会保障関係費や人件費等の増加が見込まれる中、地方団体が、ＤＸ・Ｇ

Ｘの推進、人への投資、地方への人の流れの強化、能登半島地震の教訓を踏ま

えた防災・減災の取組の強化、こども・子育て支援や地域医療の確保など、地

域経済の好循環や持続可能な地域社会の実現等に取り組むことができるよう、

「経済・財政新生計画」等を踏まえ、経済・物価動向等に配慮しながら、交付

団体を始め地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額について、令

和６年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保する、と

している。 

また、これと同時に示された「令和７年度地方財政収支の仮試算(概算要求

時)」では、令和６年度と比較して、歳出は、人件費や社会保障費等の増によ

り一般行政経費がプラス１．６％、歳入では、地方税がプラス１．５％、地方

交付税がプラス０．３％、臨時財政対策債がプラス０．３％と試算し、地方税

等、地方特例交付金等、地方交付税及び臨時財政対策債を加えた一般財源の総

額はプラス１．３％となっている。 
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２ 本市の財政状況と見通し、予算編成の基本方針 

令和５年度一般会計決算は、歳出において、新型コロナウイルスワクチン接

種事業費等が減となる一方、清掃センター基幹的設備改良事業等の普通建設事

業費や、住民税非課税世帯等に対する給付金給付事業、子ども医療費をはじめ

とした社会保障関係費、給与改定等による人件費、物価高騰等による物件費等

が増加した。また、歳入においては、市税や、株式等譲渡所得割交付金をはじ

めとした県税交付金、地方交付税等が増収となり、実質収支は、１６．４億円

となった。 

しかしながら、令和７年度においては、一般財源ベースで社会保障関係費が

３．５億円の、会計年度任用職員も含む人件費において４．６億円の、その他

経常経費１．５億円の需要増が見込まれる状況である。 

歳入については、内閣府による中長期の経済財政に関する試算・総務省によ

る地方財政収支の仮試算・令和６年度決算見込値に基づき、市税・県税交付金

において９．５億円の増、地方特例交付金において５．５億円の減、地方交付

税については２．２億円の減、臨時財政対策債は０．７億円の増を見込むこと

に加え、基金の繰り入れ等を行うことで前年度と同等の一般財源を確保したも

のの、全体額は前年度比で３．２億円の減となり、需要増に対して大変厳しい

状況である。 

歳出については、物価高等を考慮しマイナスシーリングを行わないが、厳し

い財政状況を鑑みて臨時的経費・投資的経費と合わせて６．６億円の削減を目

指し、令和７年度一般財源所要額は、対前年度比１．１％減の２８７．８億円

にとすることを基本的な方針とし、社会保障関係費や物価上昇の増にも対応し

ながらも、まちの価値を生み出し、「次の５０年に向けた令和時代の住宅都市」

を実現するために必要な歳出については重点的に予算措置を講じることとする。

特に「ＤＸの推進による市民サービス等の充実と多様な活動の実現」、「子育

て世代の転入・定住」、「地域共生社会の実現に向けた環境づくり」、「多様な働

き方と市内での経済循環の促進」、「まちの魅力向上」に寄与する事業など、総

合計画アクションプラン策定ヒアリングにおいて重点推進事業として選定され
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た事業及びそのために必要な事業費については、未来への投資として、重点的

に予算措置を講じていくものとする。

また、原油価格・物価高騰による経済的、社会的な影響が長引く可能性もあ

ることから、国の経済対策等の動向も踏まえながら、担当課で検討した内容を

精査の上、必要な予算措置を引き続き講じるものとする。 

もっとも、少子高齢化等に伴う、社会保障関係費の伸びは続いており、今後

の施設の維持改修に係る経費についても重くのしかかる中、後年度の財政負担

に留意し、特に経常経費については令和５年度実績をもとに抑制できるよう引

き続き努められたい。

また、生駒市行政改革大綱の規定等を踏まえ、事務事業全般について、単な

る現状維持に留まらず、見直し・合理化・廃止を一層進めるなど、人口減少・

少子高齢化をはじめとする諸課題に対応し、時代のニーズに合った行政サービ

スを提供できるよう再検証するとともに、ふるさと納税や企業版ふるさと納税、

市民からの寄附の増加、公民連携の推進を通じた民間活力の一層の活用など歳

入増につながる施策の実施、企業誘致や空き家対策による転入促進などを通じ

た税収の増加、観光や農業など新たな産業の振興による地域消費や税収の増加

など、歳入増加につながる取組を各課で検討し、精査の上、必要な予算措置を

講じるものとする。 

なお、国や県等による各種補助金やモデル事業などを確認し、可能な限り有

効活用することはもちろん、普通建設事業の執行にあたっては、以前にも増し

て計画性が求められるため、都市計画道路をはじめ、下水道浄化センターや清

掃センター等の都市施設のバリアフリー化、耐震補強や老朽化対策といった改

修や更新は、可能な限り都市計画事業化のうえ実施するものとする。 

３ 留意事項 

（１）総括的事項 

① 新規事業や重要な先導的事業は、国の予算措置の関係など特別な場合を

除き、必ず当初予算において要求すること。 
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② 交付税措置のない市債を財源としない予算編成とすること。 

③ こども未来戦略に伴う子ども・子育て施策、社会課題への対応に伴う各

分野におけるＤＸの推進等、様々な分野において制度変更が予測されるこ

と、また、それに伴い市の施策に活用できる新たな制度や事業もあること

から、県のみならず、国やその他の機関の関連情報を積極的に収集し、可

能な限り予算に反映させること。 

④ 第６次生駒市総合計画第２期基本計画（計画期間：令和６年度～令和９

年度）に基づき、総合計画アクションプラン策定ヒアリングを経た事業に

ついても、厳しい財政状況も踏まえるとともに、行政改革を念頭に事業内

容及び事業費を精査すること。 

⑤ シティプロモーションの重要性を常に意識し、効果的なＰＲの方法を精

査のうえ、必要に応じて予算に反映させること。 

⑥ 指定管理者制度を有効に活用するとともに、民間企業やＮＰＯ等への委

託が可能な事業については、積極的かつ計画的にこれを推進するなど、コ

スト意識を持ち、創意工夫をこらし、最少の経費で最大の効果を得られる

よう努めること。ただし、職員が自ら考えるべき施策の方向性や事業の内

容などについては安易に委託に頼らないようにすること。 

⑦ 市民団体等との「協創」を常に意識し、信頼関係に基づく連携を促進し、

より効果的で効率的な行政運営を実現すること。  

⑧ 新たに予算を伴うこととなる条例、規則等の制定又は改正に関しては、

地方自治法第２２２条の規定に基づき、必要な予算上の措置を的確に講じ

たうえで、条例の提案、規則等の制定又は改正を行うこと。また、財政負

担を伴う条例、規則等の制定又は改正の際には必ず事前に財政課と協議を

調えること。 

⑨ 国庫補助事業に係る超過負担は、極力解消するよう努めるとともに、国・

県の負担すべき経費を市が負担することとならないように注意すること。 

⑩ 他課や他団体と関連する部分等があるものにおいては、予算要求時まで

に十分調整し、整合性及び効率化を図った上で要求すること。 
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⑪ 市議会、同決算審査特別委員会及び監査委員から指摘のあった、既存事

業の見直しの実施や不用額の生じている原因の分析を行った上で予算要求

すること。また、基金については、活用計画に基づくとともに使途の明確

化に努めた上で予算要求すること。 

⑫ 指定管理者制度において、指定期間が複数年度にわたり、かつ、指定管

理者に対して委託料を支出することが確実に見込まれる場合には、予め債

務負担行為の予算が必要となるので留意すること。 

⑬ 施設の改修等については、生駒市公共施設マネジメント推進計画及び個

別施設計画に沿って行うこと。 

（２）歳入に関する事項 

自主財源の確保を積極的に図るとともに、国・県支出金等の特定財源につい

ては広く情報を収集し、その積極的確保と効率的活用を図ること。 

① 市税 

歳入に占める市税の重要性に鑑み、税制改正内容を確実に把握し、かつ、

経済の現実に即応して収入額を算定し予算計上すること。また、引き続き

適正な賦課、徴収に努め、徴収率の向上に更に特段の努力を払うこと。 

② 負担金、使用料及び手数料等 

平成２２年９月１０日付けで通知した事務事業の見直しの中の「使用料・

手数料等負担の見直しの考え方」に基づき、可能なものから利用者負担額

の算定方法について十分な調査研究を行い、適正な受益者負担を図り、実

態に即していないものについては、条例等を整備し料金改定によってその

増収を図るように努めること。また、市民負担の公平の観点から、収納率

の向上に努めること。また、各種施設等の使用料収入は適切な見積もりの

上、相当額を予算要求すること。 

③ 国・県支出金 

（１）③に記載したとおり様々な分野において制度変更が予測されるこ

とから、国庫補助、国庫負担事業の動向に特に留意するとともに、その中

にあって各省庁において重点分野の新規補助の創設等があり、それが本市
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にとって有効である場合は積極的に活用すること。また、予算計上にあた

っては、収入の確実なものについて計上すること。 

なお、政府における経済対策や災害対策、またそれに基づく令和６年度

補正予算を編成する動きにも留意し、これが実現する場合、一部事業は令

和６年度補正予算に前倒しすることも想定しておくこと。 

④ 市債 

実質公債費比率の動向等に留意し、後年度における財政負担の軽減を図

るため、安易に財源を市債に求めた予算要求にならないようにすること。

また、市債を財源とする場合においても、元利償還金について後年度に交

付税措置のない市債は財源としないこと。 

（３）歳出に関する事項 

既存の事務事業全般にわたり制度の根本にまで遡ったうえで見直し、前例踏

襲的に漫然と事業を行うのではなく、従来の意識や発想を転換し、費用対効果

を意識した行政経営感覚を持ちながら、節減、合理化に努めること。また新規

事業については事業効果等を十分精査すること。 

① 人件費 

財政健全化の基本として、組織及び事務の改善合理化等を強力に推進す

ること。時間外勤務手当については、縮減の取組みを引き続き継続するこ

とを前提に予算要求すること。 

また、会計年度任用職員の要求にあたっては、その担当する業務及び必

要性を十分考慮し、必要最小限の人員を要求すること。また、令和６年度

から会計年度任用職員についても、勤勉手当の支給対象となるので十分注

意すること。 

② 物件費 

物件費の増加が経常収支比率上昇の大きな要因となるため、従来の実績

や慣行にとらわれず、経費の計画的、効率的使用に留意し、節減合理化に

一層の努力を払うとともに、既定経費についても見直しすること。また、

委託料については、競争入札による契約を原則とし、やむを得ず随意契約
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での契約となるものにあっても、必ず価格交渉をし、経費節減を図ること。

計画策定等については、外部委託に頼ることなく可能な限り職員によっ

て行い、職員の能力開発と経費の節減を図ること。また、会議録の調整、

報告書の作成等は、より効率的・効果的な手法を検討すること。

③ 維持補修費 

施設の補修経費は、老朽化が進むなか、市民サービスを維持していく上

でいかに施設を良好に維持していくかが大きな課題となっており、各施設

の寿命を効率的に延ばすことができる方法を検討すること。また、今後の

ファシリティマネジメントの方向性も十分考慮の上、将来的に市の財政を

圧迫することがないよう状況を的確に把握し、計画的、効率的に実施する

こと。その中において、市民の安全安心を確保することを大前提に、修繕

を加えなければ市民サービスに大きな影響を与えるものを優先すること。 

なお、建築基準法第１２条による特殊建築物の定期点検の結果、修繕が

必要となった建築物及び設備関係の修繕（指定管理者管理運営施設の修繕

も含む）については別に修繕料の予算枠を確保するものとする。 

④ 補助費等 

補助金については、公益性、必要性、効果、妥当性を十分検討し、「補

助金等交付規則」とそれぞれの補助金交付要綱との整合性を必ず精査し、

説明責任を果たせるようにすること。 

また、既存の補助金については、令和５年５月に改定された「補助金制

度に関する指針」に則って「補助金シート」を作成し、課内で効果検証や

見直しを行った上で、予算要求すること。 

なお、市民等に対し補助金制度の広報を行う場合は、必ず予算の範囲内

での交付であることを明記すること。 

⑤ 投資的経費 

投資効果、他の事業との関連、進捗状況、当該施設完成後の管理運営費

等の後年度の財政負担、今後のファシリティマネジメントの方向性を十分

に考慮し、総合計画アクションプラン策定ヒアリングを経たものをはじめ、
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補助事業、継続的事業を最優先として要求すること。また、毎年度繰越額、

不用額が多額となっている事業については、１年間に執行できる事業量を

予め検討した上で執行可能な予算を要求すること。補助事業については（２）

③国・県支出金のところでも記したように、収入が確実に見込める国庫補

助金に見合った事業費とし、また、政府の令和６年度補正予算編成の動向

に留意すること。 

⑥ 特別会計及び企業会計に関する事項 

予算編成に当たっては、一般会計に準ずるとともに、特別会計、企業会

計としての認識を新たにし、将来にわたる的確な事業計画と収支見通しに

基づく徹底した経費の節減、業務の合理化・効率化、収入の確保等を図り、

一般会計からの繰入金を可能な限り圧縮するよう最大限の努力をすること。 

なお、既に地方公営企業法が適用されている水道事業、病院事業の独立

採算性は当然のこと、令和２年度から地方公営企業法が適用されている下

水道事業においても、事業の独立採算性を法適用前以上に確保していかな

ければならないことに留意し、令和７年度以降においても、管渠整備事業

箇所を厳選し、事業量及び事業費を抑え、使用料の適正化も検討し、公債

費繰出及び基準外繰出の縮減に取り組むこと。 

⑦ 各節別事項 

下表のとおり 

節（細節） 説           明 

各節共通 必要理由、積算根拠を必ず用意すること。それが用意で

きない要求は査定を行わず予算計上を見送ることとする。 

１報酬 ① 別紙予算単価表によること。 

② 審議会等についての開催回数は、原則として実績の範

囲内とし、会議内容等の充実を図ること。 

③ 懇談会等の参加謝礼等は、「報酬」や「旅費」ではな

く、「報償費」で計上すること。 
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節（細節） 説           明 

④ パートタイム会計年度任用職員は、給料部分（時間外

勤務部分を含む）は「報酬」で計上すること。 

２給料 フルタイム会計年度任用職員は、月給部分は「給料」で計

上すること。 

３職員手当等 ① 時間外勤務手当については、時間外勤務の縮減に向け

た全庁共通の取組事項に則り、事務の手法や配分の見直

し、ノー残業デーの徹底等により目標を達成すること。 

② フルタイム会計年度任用職員については、地域手当、通

勤手当、期末手当、勤勉手当を計上すること。また、必

要に応じて時間外勤務手当を計上すること。 

③ パートタイム会計年度任用職員については、対象者に限

り期末手当、勤勉手当を計上すること。 

７報償費 講師等謝礼については、「講演会等講師謝礼基準」に則

り、実績ベースで要求すること。 

８旅費 ① 審議会等の視察、大会参加については、その効果につ

いて改めてよく検討し、必要な場合のみ計上すること。 

② パートタイム会計年度任用職員の通勤手当相当分を「費

用弁償」として計上すること。 

10需用費 

(1)消耗品費 

明確な算出根拠により積算すること。また、効率的な使用

を図り、徹底した節減に努めること。 

① 活用頻度の低い図書の追録、雑誌等の購入については、

見直しを行うこと。 

② 啓発配布物品については、引き続きなお一層の削減に

努めること。特に各種イベント等に参加したことに対す

る謝礼の意味で配布する物品については原則として補助

金交付団体に対するものも含めて廃止すること。 
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節（細節） 説           明 

(3)食糧費 

(4)印刷製本費

(5)光熱水費 

(6)修繕料 

③ 各種イベントにおける花代は、原則、廃止すること。 

④  月刊誌等の定期購読については、見直しを行うこと。 

審議会等会議の招集時刻などの工夫により、特に節減に努

めること。 

① 廃棄分を考慮し、印刷枚数を抑制すること。 

② 見積りを徴取し、庁内印刷との経費比較を行うこと。 

③ 普及啓発で配布する冊子やポスター等は必要最小限の

印刷にとどめること。 

照明は必要な部分のみの点灯とするなど、更に節減を図

ること。 

① 適正な保守管理に努め、極力節減に努めること。 

② 保証期間を有効に活用すること。 

11役務費 

(6)保険料 

市民総合賠償補償保険を活用すること。この保険の補償

保険は、市が主催・共催するほとんどの行事が対象になる

ので、保険内容等を確認のうえ、他の補償保険との重複加

入等がないようにすること。 

12委託料 ① 継続業務であっても、価格及び人数、日程、回数等業

務内容を再度検討し、業務に支障を来さない範囲で積算

すること。また、可能な限り入札の手法を取ることを想

定した予算要求とし、経費の節減に努めること。 

② 計画策定については、できるだけ職員で実施すること。 

13使用料及び 

賃借料 

① 市が借りている用地の使用料について、買い取りも含

め見直すこと。また、使用料の額が、市場賃借料と比べ

て高すぎないかの検証を行うこと。（調査票に市場価格

を明記すること。） 

② 物品等のリースについては、買い取りも含め見直すこ
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節（細節） 説           明 

と。

14工事請負費 用地買収が前提となる事業は、施工用地が確保されている

工事のみ計上すること。 

17備品購入費 ① 20,000円以上の物品を原則備品とする。 

② 予算要求できるものは、新規施設用備品、損傷・老朽

に伴う更新及び事務合理化に係る備品を最優先し節減に

努めることとする。 

18負担金補助 

及び交付金 

① 補助金の新設、増額は原則として認めないことを基本

とする。また、市民等に対し補助金制度の広報を行う場

合は、必ず予算の範囲内での交付であることを明記する

こと。 

② 補助金については、「生駒市補助金等交付規則」、「生

駒市補助金制度に関する指針」に従い、補助金シートを

作成した上で、要綱等を見直すとともに、基準に適合し

ないものについては、補助金の廃止を含めて制度を検討

すること。 

③ 負担金については、当該協会、団体等への加入目的を

再検証し、費用対効果や本市に恩恵の少ないものについ

ては、脱会を含め十分検討すること。 

なお、平成22年度及び令和２年度の見直しにより退会

した各種協会、団体等への復帰、新規加入は特段の理由

がない限り認めない。 

27繰出金 国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保

険特別会計に対する繰出金は、各繰出基準を原則とするも

のの、法的義務のない繰出金は、各特別会計の財政状況に

応じて予算計上を決定する。 
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（４）予算枠配分、査定等に関する事項 

① 一般財源枠配分額、査定方針 

令和６年度の一般財源の額を基礎として、予算編成の予見性を高めながら、

持続可能な歳入の範囲内で歳出予算を編成し、また予算編成上一般財源とし

て扱わない使用料、手数料、諸収入等で各部の増収努力によって歳入予算額

が増加する場合、歳出予算額を増額できるように、「一般財源による枠配分

予算」を全ての部において引き続き実施する。 

この一般財源による枠配分予算を採用するのは、一般行政経費（経常分）

とし、この一般行政経費（経常分）に充当可能な一般財源の各部に対する配

分額は、社会保障関係費等を調整した上で、「表１一般行政経費（経常分）

に対する一般財源配分額」の「経常枠配分額」のとおりとし、一般行政経費

（経常分）の要求額に対する一般財源は、各部においてこの配分額以内の額

とする。 

今回、例外的な取り扱いとして、基幹業務システムの統一・標準化に係る

経費については、大幅な増額が見込まれるが、現時点で金額が不透明である

ことから、枠配分において支障が生じるため経常的経費から除き、臨時的経

費で要求することとする。具体的には、以下の経費を対象とする。 

・基幹業務システムの統一・標準化に係るシステム利用料 

・統一・標準化に伴い、既存業務の委託料等が増大する見込みのもの 

 （例：標準化に伴う、連帳プリンタ廃止による委託料の増） 

また、一般行政経費（臨時分）及び投資的経費（表２投資的経費とする事

業一覧）については、各部の一般財源の要求額に上限枠は設けないものとす

るが、予算査定において、必要性や優先順位等を精査した上で決定していく

ものとする。 

なお、今後の地方財政対策の動向などにより変更する可能性はあるものの、

現時点において、市全体で一般行政経費（臨時分）に充当する一般財源は、

1,535,668 千円（令和６年度予算 2,199,400 千円）、投資的経費に充当する
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一般財源は 334,641 千円（令和６年度予算 328,573 千円）を確保している。 

なお、一般行政経費（経常分）に属する経費を一般行政経費（臨時分）と

して要求することは認めないので、十分注意すること。新規の経費であって

も同様とする。 

査定については、すべて一件査定とするが、一般行政経費（経常分）は、

３ 留意事項が守られていないもの、新規のもの、国、県支出金の廃止等に伴

い一般財源で肩代わりするもの、その他特に理由のあるものを中心とした査

定を行い、一方、一般行政経費（臨時分）及び投資的経費は、事業効果、必

要性、優先順位、公費負担の必要性、積算根拠等により上記の一般財源の額

以内に収めるための査定を行う。 

② 修繕料予算枠の設定 

建築基準法第１２条による特殊建築物の定期点検の結果、修繕が必要とな

った箇所の修繕を計画的に進めるため、指定管理者管理運営施設も含み修繕

料予算枠 50,000 千円を確保するものとする。 
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表１ 一般行政経費（経常分）に対する一般財源配分額 

令和７年度部別枠配分額一覧 （単位　千円）

A B C D E=B+D F G B+D+G

令和6年度
一般財源
所要額

うち経常分 うち臨時分 令和7年度 調整額
経常一般財源
所要額(調整分込)

うち削減対象額 シーリング額 経常枠配分額
６年度からの
増減

臨時分

議会事務局 34,650 31,007 3,643 議会事務局 258 31,265 20,300 0 31,265 258

経営企画部 77,661 53,448 24,213 経営企画部 3,744 57,192 19,226 0 57,192 3,744

総務部 1,012,777 641,023 371,754 総務部 △ 17,812 623,211 357,996 0 623,211 △ 17,812

財務部 271,473 226,112 45,361 財務部 △ 20,448 205,664 194,814 0 205,664 △ 20,448

地域活力創生部 2,472,241 2,091,858 380,383 地域活力創生部 27,897 2,119,755 2,052,601 0 2,119,755 27,897

福祉部 3,077,267 3,054,940 22,327 福祉部 173,121 3,228,061 322,688 0 3,228,061 173,121

子育て健康部 3,381,437 2,906,312 475,125 子育て健康部 59,502 2,965,814 314,050 0 2,965,814 59,502

建設部 891,042 735,330 155,712 建設部 △ 27,909 707,421 530,060 0 707,421 △ 27,909

都市整備部 196,095 17,797 178,298 都市整備部 306 18,103 17,478 0 18,103 306

上下水道部 △ 4,900 0 △ 4,900 上下水道部 0 0 0 0 0 0

教育部 3,286,999 2,834,255 452,744 教育部 126,367 2,960,622 423,347 0 2,960,622 126,367

生涯学習部 903,118 751,690 151,428 生涯学習部 41,926 793,616 109,400 0 793,616 41,926

消防本部 170,229 145,416 24,813 消防本部 3,228 148,644 136,532 0 148,644 3,228

デジタルイノベー
ション推進課

△ 73,549 7,952 △ 81,501
デジタルイノベー
ション推進課

8,351 16,303 7,952 0 16,303 8,351

計 15,696,540 13,497,140 2,199,400 計 378,531 13,875,671 4,498,492 0 13,875,671 378,531 1,535,668

表２ 投資的経費とする事業一覧表 

（令和６年度予算 投資的事業） 

事   業   名 事   業   名 

集会所新築等助成費 生活道路安全対策事業費 

デイサービスセンター整備事業費 企業誘致関連道路整備事業費 

介護老人保健施設整備事業費 道路新設改良事業費 

福祉センター整備事業費 河川水路改修事業費 

私立保育所施設整備助成費 公園整備事業費 

市立保育所施設整備事業費 北部地域整備促進事業費 

学童保育施設整備費 消防施設等整備事業費 

病院整備事業費 生駒南小学校・中学校整備事業費 

健康センター整備費 小学校施設整備事業費 

浄化槽設置補助事業費 中学校施設整備事業費 

広域廃棄物埋立処分場建設事業負担金 幼稚園施設整備事業費 

清掃センター施設整備事業費 生涯学習施設整備事業費 

土地改良事業費 コミュニティセンター整備事業費 

急傾斜地県工事負担金 体育施設整備事業費 

バリアフリー整備事業費 学校給食センター整備事業費 

橋梁予防保全事業費 道路河川災害復旧費 

橋梁耐震化事業費 農地災害復旧事業費 


